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第１章 想定される地震の規模と被害 

 

（１）地震の規模 

 

①想定地震 

赤平市では、地方独立行政法人北海道立総合研究機構建築研究本部北方建築総合研究所

（以下北総研という）から、北海道における被害想定の対象である 24 地震 54 断層モデル

の震度データの提供をうけました。 

これらの地震のうち、赤平市役所周辺での揺れが最も大きく、被害が最大と考えられる

「沼田－砂川付近の断層帯による地震」を本計画の想定地震とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地 震 断層モデル 例(発生年) 位置 マグニチュード 長さ(km) 

沼田－砂川付近 地震本部 － 既知 7.5 40 

断層モデル：断層モデルを公表している機関、地震本部－地震調査研究推進本部 

資料：「想定地震見直しに係る検討報告書」平成 23 年 3 月北海道防災会議地震火山対策部会 

地震専門委員会想定地震見直しに係るワーキンググループ 

【北海道における被害想定の対象地震】 

【沼田―砂川付近の断層帯による地震の想定】 

十勝沖の地震 

三陸沖北部の

地震 

函館平野西

縁断層帯 

北海道南西

沖の地震 黒松内低地

断層帯 

北 海 道 留 萌

沖の地震(走

向 N193°

北海道留萌沖

の地震(走向

N225°E) 

石狩低地東縁

主部(南) 

石狩低地東縁

主部(北) 

(深さ 3km,7km) 

増 毛 山 地 東

縁断層帯 

月 寒 背 斜 に

関する断層 
野 幌 丘 陵

断層帯 

十勝平野断

層帯主部 

根室沖・釧路沖の地震 

北海道北西

沖の地震 

西札幌背斜に

関する断層 

当別断層 

沼田－砂川付

近の断層帯 

富 良 野 断 層

帯西部 

サロベツ断層

帯・北延長 

標津断層帯 

石狩低地東縁南

部(深さ 3km,7km) 

資料：北総研 
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②震度分布 

震度分布は、地区ごとの 250ｍメッシュ震度データの最大震度を、その地区の代表震度と

して整理することとしました。 

地区区分は、町丁目等を参考に、下図に示すように区分しました。 

赤平市の想定地震である「沼田－砂川付近の断層帯による地震」の地区別震度分布は、

12 頁の図のとおりとなります。 

なお、震度分布図を作成するための計算過程では計測震度を使用していますが、気象庁

の震度階級と計測震度との関係は以下のようになっています。 

想定地震では、平岸や字茂尻といった市街地東部で震度６弱、赤平市役所を中心とした

市街地中部で震度６強、住吉町や共和町といった市街地西部では震度７の揺れが想定され

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

気象庁の震度階級 震度４以下 震度５弱 震度５強 震度６弱 震度６強 震度７ 

計測震度 －4.4 4.5－4.9 5.0－5.4 5.5－5.9 6.0－6.4 6.5－ 

【計測震度と震度階級の関係】 

【地区区分】 
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資料：「その震度どんなゆれ？」平成 28 年 6月気象庁 

 

 

  

【震度と揺れ等の状況（概要）】 
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【沼田－砂川付近の断層帯による地震の 250ｍメッシュ震度分布】 

【沼田－砂川付近の断層帯による地震の地区別震度分布】 
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（２）地震の被害 

 

①建築物被害 

赤平市の想定地震による建築物被害を、平成 27 年現在の建築物データをもとに、地区別

震度を用いて推定すると、下表のようになります。 

「沼田－砂川付近の断層帯による地震」では、建築物全体の約 41％、2,466 棟が全半壊

すると推定されます。 

また、住宅を中心とした木造建築物の被害が大きくなると想定されます。 

 

【沼田－砂川付近の断層帯による地震の建築物被害】 

  
木造建築物 非木造建築物 建築物合計 

全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊 全半壊 

被害棟数（棟） 934 1,368 50 114 984 1,482 2,466 

建築物総数に対する被害割合 19.7% 28.9% 4.1% 9.3% 16.5% 24.8% 41.3% 

建築物総棟数（棟）   4,738   1,231   5,969 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：熊本地震 総務省消防庁消防白書 H28 

  

【参考 益城町における家屋倒壊の状況】 

（高松市消防局提供） 
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資料：北総研 

 

【参考：全壊、半壊の定義（「災害の被害認定基準について」Ｈ13 内閣府通知より）】 

 

 

 

 

【参考：計測震度と全壊率、全半壊率の関係】 

木造建築物全壊率
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【非木造建築物全半壊率】 【木造建築物全半壊率】 

【非木造建築物全壊率】 【木造建築物全壊率】 

計測震度 

計測震度 計測震度 

計測震度 

全
壊

率
（

％
）

 

全
半

壊
率

（
％

）
 

全
半

壊
率

（
％

）
 

全
壊

率
（

％
）

 

全半壊率とは、想定地震により、それぞれの地域ごとの全壊する建物と半壊する建物

の合計の割合を表し、全壊、半壊とはそれぞれ次の状態を言います。 

・全壊とは、建築物が基本的機能を喪失したものをいい、倒壊、または損壊が甚だしく、

補修により元通りに再使用することが困難なもので、損壊部分の床面積が延床面積の

70%以上に達した程度のもの、または経済的な被害の割合が 50%以上に達した程度のも

のをいいます。 

・半壊とは、建築物が基本的機能の一部を喪失したもので、補修すれば元通りに使用で

きるもので、損壊部分が、延床面積の 20%以上 70%未満のもの、または経済的な被害の

割合が 20%以上 50%未満のものをいいます。 
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【計測震度と全壊率（％）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【計測震度と全半壊率（％）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：北総研 

 

計測震度
～Ｓ37年 Ｓ38～Ｓ56年 Ｓ57年～ ～Ｓ46年 Ｓ47～Ｓ56年 Ｓ57年～

5.0 0.2 0.1 0.0 0.2 0.1 0.0
5.1 0.6 0.2 0.0 0.4 0.2 0.0
5.2 1.4 0.6 0.1 0.6 0.4 0.1
5.3 3.0 1.4 0.2 1.0 0.7 0.1
5.4 5.9 3.0 0.4 1.6 1.1 0.2
5.5 10.6 5.9 0.8 2.5 1.8 0.3
5.6 17.4 10.6 1.4 3.7 2.7 0.6
5.7 26.6 17.4 2.4 5.5 4.0 0.9
5.8 37.7 26.6 4.0 7.8 5.8 1.4
5.9 50.0 37.7 6.4 10.8 8.2 2.1
6.0 62.3 50.0 9.8 14.6 11.2 3.1
6.1 73.4 62.3 14.3 19.1 15.0 4.5
6.2 82.6 73.4 20.0 24.5 19.6 6.4
6.3 89.4 82.6 27.0 30.5 24.9 8.8
6.4 94.1 89.4 35.0 37.2 30.9 11.8
6.5 97.0 94.1 43.7 44.2 37.4 15.5
6.6 98.6 97.0 52.7 51.5 44.3 19.8
6.7 99.4 98.6 61.6 58.6 51.4 24.9
6.8 99.8 99.4 69.9 65.5 58.5 30.6
6.9 99.9 99.8 77.3 72.0 65.3 36.7
7.0 100.0 99.9 83.6 77.7 71.6 43.3

木造建築物 非木造建築物
建築物全半壊率

～Ｓ37年 Ｓ38～Ｓ56年 Ｓ57年～ ～Ｓ46年 Ｓ47～Ｓ56年 Ｓ57年～
5.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
5.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
5.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
5.4 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0
5.5 0.3 0.2 0.0 0.2 0.2 0.0
5.6 0.8 0.6 0.1 0.4 0.4 0.1
5.7 2.1 1.4 0.2 0.7 0.6 0.1
5.8 4.8 3.0 0.4 1.2 1.0 0.2
5.9 9.7 5.9 0.9 2.0 1.7 0.4
6.0 17.7 10.6 1.5 3.1 2.6 0.6
6.1 28.9 17.4 2.7 4.8 3.9 1.0
6.2 42.7 26.6 4.4 7.2 5.8 1.5
6.3 57.3 37.7 7.0 10.4 8.2 2.3
6.4 71.1 50.0 10.6 14.5 11.4 3.3
6.5 82.3 62.3 15.3 19.5 15.4 4.8
6.6 90.3 73.4 21.3 25.5 20.2 6.7
6.7 95.2 82.6 28.5 32.3 25.8 9.1
6.8 97.9 89.4 36.7 39.7 32.2 12.2
6.9 99.2 94.1 45.5 47.6 39.1 15.9
7.0 99.7 97.0 54.5 55.6 46.3 20.2

計測震度 木造建築物 非木造建築物
建築物全壊率
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②人的被害 

赤平市の想定地震による人的被害は、平成 29 年の住民基本台帳人口を基本に、地区別震

度を用いて推定すると、下表のようになります。 

「沼田－砂川付近の断層帯による地震」では、174 人の死傷者の発生が推定されます。 

 

【沼田－砂川付近の断層帯による地震の人的被害】 

  
死者数 負傷者数     死傷者数 

    重傷者数 軽傷者数 合計 

被害者数（人） 10 164 10 154 174 

総人口に対する被害人口割合 0.1% 1.6% 0.1% 1.5% 1.7% 

総人口（人）         10,568 
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【参考：人的被害の評価手法について（北方建築総合研究所資料より）】 

阪神・淡路大震災では、死者全体の約８割が家屋の倒壊などによる圧死が占めていた。

本被害想定では、建築物被害を主な要因とする死傷者数の算定手法を用いる。想定地震

の発生時刻としては、死傷者数が最大となると考えられる屋内人口の多い夜間を想定す

る。 

死者数の評価手法は、中央防災会議(2006)１）が道内地震などの被害実態（1952

年十勝沖地震、1968 年十勝沖地震、1978 年宮城県沖地震、1993 年釧路沖地震、

1994 年三陸はるか沖地震、2001 年芸予地震、2004 年新潟県中越地震）を踏まえ

て作成した全壊棟数と建築物倒壊による死者数の関係式を適用する。 

 負傷者数・重傷者数の評価手法は、阪神・淡路大震災における建物被害率と負傷者

率との関係及び負傷者に占める重傷者の割合（重傷者比率）を用いた大阪府の手法

(1997)２)を適用する。 

 

 

（死者数・負傷者数・重傷者数） 

  

死者数は、中央防災会議(2006)の手法を用い、木造・非木造別に全壊棟数に係数と住

家内滞留率を掛けることで算定する。以下に算定式を示す。 

 

<死者数の算定式> 

木造建築物被害による死者数   ＝ 0.01  × 木造建築物全壊棟数   × 住家内滞

留率 

非木造建築物被害による死者数 ＝ 0.003 × 非木造建築物全壊棟数 × 住家内滞

留率 

 住家内滞留率は、屋内人口＝夜間人口を想定することから 1.0 とする。 
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負傷者数は、大阪府の手法(1997)２)による建物被害率と負傷者率との関係から算定す

る。以下に算定式を示す。 

 

<負傷者数の算定式> 

負傷者数 ＝ 負傷者率 ×( 人口× 住家内滞留率 ) 

負傷者率＝0.12×建物被害率   （0≦建物被害率＜0.25） 
負傷者率＝0.07－0.16×建物被害率（0.25≦建物被害率＜0.375） 
負傷者率＝0.01         （0.375≦建物被害率） 

 建物被害率＝全壊率＋半壊率×1/2 

【阪神・淡路大震災における建物被害率と負傷者率の関係】２) 

 

 重傷者数は、大阪府(1997)の手法による負傷者に占める重傷者の割合（重傷者比率）

から算定する。算定式は次の通りである。 

 

重傷者比率＝0.10         （0≦建物被害率＜0.10） 
重傷者比率＝0.15－0.5×建物被害率（0.10≦建物被害率＜0.20） 
重傷者比率＝0.05                 （0.20≦建物被害率） 

 
 これより、重傷者数及び軽傷者数は、 

 
重傷者数 ＝ 重傷者比率 × 負傷者数 
軽傷者数 ＝ 負傷者数   － 重傷者数 

 

[参考文献] 

１) 中央防災会議・日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する専門調査会:第１７
回日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る被害想定手法について、2006.1 

２) 大阪府：大阪府地震被害想定調査、1997.3 
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③建築物及び人的被害の地域分布 

赤平市における「沼田－砂川付近の断層帯による地震」での建築物の被害割合は、中心

市街地地区やその西側周辺部で大きくなっています。 

また、人的被害は、字赤平や中心市街地で被害が大きくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【沼田－砂川付近の断層帯による地震の建築物の被害割合分布】 

【沼田－砂川付近の断層帯による地震の人的被害分布】 




